


https://www.taxan.co.jp/jp/ir/ir_library/library_09.html
https://www.taxan.co.jp/jp/
https://www.taxan.co.jp/jp/ir/
https://www.taxan.co.jp/jp/company/index.html
https://www.taxan.co.jp/jp/business/index.html
https://www.taxan.co.jp/jp/ir/cg/cg_06.html
https://www.taxan.co.jp/jp/csr/index.html
















































































人的資本への取り組み 　当社では、人的資本投資とエンゲージメントサー
ベイは切っても切り離せないものと考え、2024年10

月、エンゲージメントサーベイを初めて実施しまし
た。加賀電子本体の社員792名にWebアンケートを
行い、回答率は86.2%でした。サーベイ結果の偏差
値55.8は、ベンチマーク企業社員データベースとの
比較では上位15～30%に入ります。
　サーベイは11カテゴリーで構成されており、1か
ら5は社員の「働きがい」、6は「経営への信任」、7は「経
営・人事の「信頼と安心」、8から11は会社の「基本環
境・SDGs」を表します。このうち、「福利厚生」は非常
に良く、偏差値上位10%に、「平均（標準設問）」「働く
幸せ」「主体性」「経営への信任」「人事労務への納得」

「職場環境」「多様性」も上位10～30%以内に入りまし
た。「自己効力感」「顧客志向性」「人財開発」「組織風土」
「地域・社会貢献」は、今後の伸び代が期待されます。
　この結果から、当社には、加賀イズムの浸透により、
主体的に行動できる社員が多いことがわかります。
社員の処遇面では、「儲けは山分け」という創業来の
考えのもと、期末賞与を12年連続で支給しているこ
とが満足度を上げています。また、部活動支援や社有
の保養所、クルーザーなど充実した福利厚生制度、働
きやすい環境整備として各種研修制度の実施や多様
な休暇制度、女性の働きやすさにも取り組んでおり、
これらの取り組みが高く評価されています。
　職場環境では、休暇取得のしやすさ、定時後の退社
のしやすさが高い数値となっており、推進してきた
働き方改革が社内に浸透してきていることがうかが
えます。これらに加え、決算内容など経営情報を社員

現状と目指すべき姿の
ギャップを明確にし、
より良い会社・組織に
管理本部 人事部長    石﨑 健

当社初のエンゲージメントサーベイを実施

エンゲージメントサーベイ結果サマリー
No. カテゴリー 偏差値 DI

平均（標準設問） 55.8 57.4

働く幸せ 57.2 53.8

1 自己効力感 52.2 51.4

2 主体性 59.8 73.9

3 顧客志向性 52.1 61.1

4 人財開発 52.2 32.1

5 組織風土 54.7 64.0

6 経営への信任 56.7 67.6

7 人事労務への納得 57.1 45.5

8 福利厚生 62.9 73.1

9 職場環境 59.7 66.1

10 多様性 56.5 46.9

11 地域・社会貢献 47.5 23.9

福利厚生

偏差値上位10%以内に入っている項目
（とても良い数字）

平均（標準設問）／働く幸せ／主体性／経営への信任／ 
人事労務への納得／職場環境／多様性

偏差値上位10～30%以内に入っている項目
（良い数字）

自己効力感／顧客志向性／人財開発／組織風土／ 
地域・社会貢献

偏差値上位30～70%以内に入っている項目
（悪くはないが今後伸び代有り）
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に包み隠さず伝えていることが、経営への信任につ
ながっていると評価しています。
　一方、自己効力感を見ると、自社製品を持たない商
社という業態では、仕事の意味やより誇りが持てる
風土や組織であるかどうかに課題があります。また、
多様性は評価されているものの、女性活躍のロール
モデルなど、女性がさらに活躍できる環境に改善し
ていく必要があります。社内通報制度への信頼が低
く、ハラスメントについて相談しやすい環境でない
と感じる社員が多い点も経営の戒めとして捉えてい
ます。地域・社会貢献については、手がけている取り
組みの社内周知を徹底し、個人の地域・社会貢献活動
を応援する制度の導入などを検討していきます。
　各事業部門の責任者へ事業部全体の結果をフィー
ドバックし、各事業部門でも対応を進めていきます。
今後も、エンゲージメントサーベイは毎年継続し、経
営ならびに人事政策に活かしていきます。

　当社の人財育成の特徴は、若手社員に手厚いことで
す。入社5年目までは年次別研修もしくは職種別研修
が毎年あります。メンバーからリーダーへ昇格する、6、
7年目からリーダー研修という資格別研修が始まり、
その後、チーフ、マネージャーと実力本位の色彩が強
まり、昇格のスピードにはバラつきが出てきます。
　ここでの課題は、入社3年未満の退職率です。商社の
仕事は、商品知識を身に付け、お客様と親しくなるに
は3年を要し、社員に手厚い育成を図る分、ここでの退
職は会社にとって大きな損失となります。仕事のやり
方の標準化や業務バランスの平準化を意識したマネジ
メントに努め、一人前になる期間を1年ほどに短縮す
る必要性を感じています。
　一方、マネジメント層の育成にも課題感があります。
若手社員の仕事に対する考え方が大きく変わり、転職

が一般的となった今、これまでのようなマネジメント
スタイル、自分の経験値だけの考え方では、人が付いて
来ず、育成スピードも遅くなるためです。マネージャー
研修の質や回数を見直していくべきだと考えています。
さらに、加賀電子の将来を担う人財育成のため、「次世
代経営層」や「次代の中核人財」などカテゴリー別に人
材プールを構築することを、数年前から検討していま
すが未だ運用に踏み出せていないので、今後は強い意
志を持って進めていきたいと考えています。
　また、今後海外ビジネスがより拡大していくことを
考えると、加賀電子本体だけでなく、グループ内で優
秀な人財を流動化させていく必要があります。その手
始めとして、加賀電子本体に所属する技術職のスキル
を整理し、マッピングする作業に着手しました。SAP

の導入によって、販売管理を中心に仕事の標準化と
業務バランスの平準化が進んでいますが、人事面で
も人財情報を共有できるシステム構築を進めていき
ます。

人的資本に関する課題とは

カテゴリー No. 設問 DI 偏差値
主体性 11 経営理念（ビジョン・加賀イズム等）の内容を知っている 92.4 58.4

経営への信任 39 会社は、社員に決算内容を開示している 91.2 61.6

経営への信任 47 会社は、お客様を大切にしている 89.5 55.9

福利厚生 56 定期的に教育（研修、eラーニング等）を受ける機会が与えられている 85.5 61.6

主体性 13 自分は、会社・部署の業績（売上・利益・コスト等）を意識している 84.6 59.0

組織風土 35 職場では、社員同士の挨拶がきちんとできている 82.4 55.8

顧客志向性 22 社員は、来客対応が親切で、お客様への挨拶・お見送りもしっかりしている 82.4 54.9

主体性 15 自分は、他の社員をサポートすることがよくある 80.4 69.2

組織風土 34 ともに働く仲間・同僚を信頼している 79.8 53.0

職場環境 64 有給休暇または振替休暇が取得しやすい 79.4 65.1

福利厚生 57 会社は、職場環境や社内の福利厚生施設（休憩室、トイレ等）の快適さに配慮している 79.2 65.2

主体性 14 自分は、組織の目標に対して、主体的に考えて行動している 78.8 65.5

働く幸せ 1 あなたはこの会社で働いていて幸せですか？100点満点でご記入ください 78.3 59.0

顧客志向性 26 会社は、お客様からのクレームに誠実な対応をとっている 78.2 52.1

経営への信任 40 経営者を信頼している 77.6 57.2

カテゴリー No. 設問 DI 偏差値
地域・社会貢献 74 自分は、地域・社会への貢献活動に、積極的に参加している ▲25.0 40.8

追加設問 79 社内に女性活躍のロールモデル（お手本・象徴・憧れ）となる女性がいる 1.9 ̶
人財開発 28 新しく入社する新入社員・中途社員の社員教育は十分行われている 5.0 45.9

追加設問 85 全社的に見て女性の活躍を応援する組織風土がある 5.1 ̶
追加設問 89 社内通報制度（目安箱、コンプライアンス・ハラスメント関連相談BOX）を信頼している 8.6 ̶
追加設問 84 全社的に見て女性が活躍できる会社だと思う 8.9 ̶
追加設問 81 経営陣は女性が活躍することを期待していると感じる 11.9 ̶

地域・社会貢献 73 会社は、地域・社会への貢献活動に、積極的に取り組んでいると思う 15.2 41.2

追加設問 78 会社は、昇格（管理職登用等）に対して男女平等に行っている 20.2 ̶
追加設問 87 会社は、ハラスメントに対して相談しやすい環境がある 20.2 ̶

人事労務への納得 53 人事評価・給与制度の内容に納得している 24.5 55.7

多様性 70 会社は、高齢者が日頃働きやすい環境（就業条件・評価等）に取り組んでいると思う 26.1 51.7

追加設問 86 管理職としてのキャリアを希望している 26.2 ̶
人財開発 27 ビジネススキル・能力だけでなく、理念や価値観の合う人財が採用されている 29.3 51.6

顧客志向性 19 会社は、お客様の情報共有ができており、社内に一体感がある 29.7 55.1

DI※　上位15設問 DI※　下位15設問

※ DI：肯定回答から否定回答を差し引いた回答値。偏差値とは別に、設問項目ごとに数値を見ることで今後の会社施策のヒントを抽出していくために活用。
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従業員とともに 商社において、最大の経営資源は「人財」にほかなりません。当社グループの持続的成長のために、行動指針の「F.Y.T（FLEXIBILITY, YOUNG, 

TRY）：変化に柔軟に、常に若々しく、果敢に挑戦する」を実行できる人財の育成と環境づくりを推進します。

「一人ひとりが経営者」を実践するために

人財戦略／ダイバーシティ経営 教育・研修・補償制度
　人こそが最大の財産̶̶加賀電子グループの人財に対する考え方は、この一言に尽
きます。独立精神が旺盛で、自主的、自律的、自発的な人財像を目標に育成しています。
“加賀電子らしさ”を出し、人財の価値を最大限に活かすために何ができるかを考え、
運用しています。そして、事業活動がグローバル化し、市場環境が急激に変化するなか、
リスクをチャンスと捉えることのできる「多様性」と、チャンスを活かす「挑戦」こそ
が持続的成長のドライバーとなります。そのため、当社グループでは「人財の多様性」
と「働き方の多様性」を活かすダイバーシティ経営を推進。一方で、「一人ひとりが経
営者」として挑戦し続ける人財を尊重し、挑戦を後押しし、その結果としての失敗を
許容する企業風土を守り続けます。

EMS事業をベースとしてグローバル人財の育成
　当社では、EMS事業部が海外駐在への派遣窓口となりEMS事業部におけるビジネ
ススキームの習得、そして海外出張での現場経験後に海外に派遣するなど国内外で連
携した育成プログラムを実施しております。この他、海外で生産管理を担う人財を育
成するため、新入社員を国内製造拠点を経て海外に派遣するなど人財流動化に関する
取り組みも進めております。

ダイバーシティに関する取り組み
　当社グループは、「人権方針」において、安全で快適な労働環境の整備などの取り組
みを推進しております。このような中、『サステナビリティ中長期経営計画』において、
「ダイバーシティ」推進と人財マネジメントをテーマに、国内では『「女性活躍推進」「女
性管理職登用」に関する目標と仕組みの策定』、海外では『女性も含めた「ローカル人
財幹部登用」の仕組みづくり』に取り組んでいます。今後も柔軟な働き方の整備、育成
支援などを通じて、誰もが能力を発揮できる職場づくりを進めてまいります。

　当社グループでは、新人研修や年次研修、階層別研修・eラーニングなどの実施や、通信
教育講座受講の補助などを通じ、従業員のキャリア形成を支援しています。育成制度の中
心が、社内資格制度と年次別研修です。社内資格制度では、入社するとメンバーの資格が
与えられ、以降、リーダー、チーフ、マネージャー、ジェネラルマネージャー、さらにシニ
アジェネラルマネージャーと昇格しています。年次別研修では、新入社員時は入社後研修・
営業マインド研修・工場見学（ものづくり研修）・半年フォロー研修・基礎技術勉強会と手
厚く対応。以降、2年目から5年目までは毎年研修を受けることになっています。6年目くら
いになるとリーダーに昇格するため、そこからはリーダー研修というように階層別研修に
参加することになります。
　また、全従業員に有給休暇制度とは別に「リフレッシュ休暇」を毎年6日付与するととも
に、重篤な病気に罹患した際の入院や療養時の休業補償として「三大疾病積立休暇」や「1

時間単位の有給休暇取得」を制度化しています。さらに、男性の育児休業取得を促進する
観点から、2023年4月1日より「育児目的特別休暇」を新設するなどさまざまな取り組みで、
従業員のワーク・ライフ・バランスを実現しつつ、より働きやすい環境を目指します。

研修時間／研修費用 育児休業取得者数※／育児休業復職率

4,715.0

1,025.8

698.9

2,778.0

　　研修時間（時間）  　　研修費用（万円）

1,149.1

17,079.5
15,151.0 16,404.5

1,233.41,286.2

2023/3 2024/32022/32021/3 2025/3

100.0
93.8

100.0 100.0 100.0

育児休業取得者数（名）  　　男性  　　 女性

2 0

14

20
19

12

1

16

21

8

29
22

19

26

17

　　育児休業復職率（%）

2023/3 2024/32022/32021/3 2025/3

より働きやすい環境の追求

※ 「育児目的特別休暇」取得者数を含む
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　当社は、社員一人ひとりが心身ともに健康であり、
誠実さや高い企業倫理を備えたプロフェッショナル集
団であることが不可欠であると考えております。また、
企業の持続的な成長には、風通しの良い職場、働きが
い、従業員と家族の健康などを基盤とした活力のある
企業風土が極めて重要であり、その健康を維持向上し

続けることで私たちの存在価値が高められると考えています。
　このようななか、「健康経営推進委員会」の組織化のほか、社員の健康診断結果を
データ分析とともに、健康リスク値の高い社員に対するアプローチなど、さまざまな
取り組みを行ってまいりました。これらが評価され、2023年度より3年連続で「健康
経営優良法人2025（大規模法人部門）」の認定を受けました。

従業員とともに

より働きやすい環境の追求

SDGs貢献賞

健康経営優良法人2025に認定「健康経営」の取り組み
　従業員が心身ともに健康であることとその健康の維持向上を目的とし、「健康経営」
に積極的に取り組んでいます。定期健康診断やストレスチェックの実施に加え、産業
医や外部カウンセラーによる相談体制を整備し、メンタルヘルス不調の予防も図って
います。また、働き方改革の一環として、有給休暇利用の促進、時間単位有給休暇制度
の拡充にも取り組んでいます。具体的には、福利厚生設備として国内4ヵ所の保養所
やクルーザーを2艘所有しているほか、国内外のリゾート施設や契約ゴルフ場などの
福利厚生施設を整備しています。また、電子タグを使用することで従業員一人ひとり
の身体的要素に合わせた最適なトレーニングができる最新AIマシンを導入した従業
員向けトレーニングルームを本社ビル内と本社別館に開設し、運動習慣の機会を提供
するなど、日常的な健康支援も行っています。
　これからも従業員が安心して働ける環境づくりとともに、自らの意思で健康の維持
向上に努められるよう、さまざまな健康促進の取り組みを行ってまいります。

　当社は、「すべてはお客様のために」の経営理念のもと、事業を通じて「社会課題の
解決」と「企業としての持続的な成長」をより高い次元で両立させ、持続可能な社会の
実現に貢献していくことを、「サステナビリティ方針」として定めています。SDGs貢
献賞は、それを実現するために当社グループ社員一人ひとりが日頃からSDGsに関心
を持ち、SDGsの取り組みに対するモチベーション高揚につながる企業風土を醸成す
るため、2022年に新設された表彰制度です。受賞者には、報奨金として当社株式を支
給します。
　2024年度は、個人賞においてCO2排出量を削減できる IHはんだ装置の販売、団体
賞では大阪・関西万博へのEVバス協賛やスマート農業を目指した農耕機制御システ
ムのアプリ開発などを表彰しました。

加賀電子本社別館内に開設したトレーニングルーム 当社が保有するクルーザー
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お客様とともに 加賀電子グループは、「すべてはお客様のために」の経営理念のもと、時代の変化にいち早く対応した価値ある製品・サービスを提案、提供する
ことで、国内外のお客様の技術革新と生産合理化を支援しています。

高品質の製品・サービスをお届けするために

品質管理体制 品質向上への取り組み
　当社グループは、当社EMS事業部に設置した「生産センター」を本拠地とし、日本（加
賀EMS十和田）、中国（加賀沢山電子蘇州）、タイ（加賀タイランド）の三つのセンター工場
を中核に、米州、欧州、アジア・アセアン、中国、日本など、各地域21拠点のEMS自社工
場体制が連携し、グループ全体における生産技術や品質管理の強化に取り組んでいます。
　「品質第一に徹し、お客様の満足が得られる製品づくり」を実現すべく、すべての拠点
で品質保証、生産管理、生産技術、IT化生産革新、グローバル調達、SDGsなどのワーキ
ンググループを設置し、当社グループ
における各種指標、基準の一元共有、
標準化の取り組みを行っています。さ
らに、ノウハウやリソースの補完など
の横串活動に加え、定期的な拠点間出
張交流会を実施することで、グループ
全体で品質とカスタマーサービスの
向上を目指しています。

　当社の技術統括部では、当社グループ全体の技術的リソースを掌握し、リソースの有
効活用や最適化、技術力の強化、そして事業拡大を推進しています。システム技術部で
は、当社およびグループ会社の事業体
と連携し、顧客製品の企画・開発から
設計・製造、保守・運用まで行っていま
す。同品質保証部では、当社グループ
全体の開発品質の向上や安全規格の管
理を実施。事象によってはグループ内
の品質責任部門と連携をとって問題の
解決にあたります。

「すべてはお客様のために」の追求

生産センター主導での海外技術者交流

測定器を使った開発品の評価

ISO9001認証取得状況

品質管理の国際規格であるISO9000シリーズについては、当社および以下のグループ会社で認証を
取得しています。品質マネジメントシステムの継続的な改善を通して、お客様満足度の更なる向上に努
めてまいります。
[国内]　 加賀電子株式会社／株式会社エー・ディーデバイス／加賀マイクロソリューション株式会社／ 

加賀FEI株式会社／NVデバイス株式会社／加賀EMS十和田株式会社／旭東電気株式会社／ 
加賀テクノサービス株式会社

[海外]　 ＜中国＞ 
KAGA（H.K.）ELECTRONICS LIMITED／港加賀電子（深圳）有限公司／蘇州沢山加賀貿易有限公司／ 
加賀電子科技（蘇州）有限公司／湖北加賀電子有限公司

  ＜アジア・アセアン＞ 
 KKAGA COMPONENTS（MALAYSIA）SDN.BHD.／ 
KAGA ELECTRONICS（THAILAND）COMPANY LIMITED／PT. KAGA ELECTRONICS INDONESIA／
KAGA ELECTRONICS（VIETNAM）CO., LTD.／KAGA ELECTRONICS INDIA PRIVATE LIMITED

  ＜米州＞ 
TAXAN MEXICO S.A. DE C.V.／KAGA FEI AMERICA, Inc.

  ＜欧州＞ 
KD TEC s.r.o.／KD TEC TURKEY ELECTRONIK SANAYI VE TICARET LIMITED SIRKETI／ 
KAGA FEI EUROPE GmbH
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社会とともに 加賀電子グループは、企業として果たすべき社会的責任の重さを認識し、スポーツ振興や国内外の事業拠点における地域社会への貢献、教育・
芸術文化の発展などに寄与する活動を、積極的に展開しています。

地域社会への貢献 教育・芸術文化への支援

　グローバルに事業活動を展開する当社グループでは、国内外の各拠点において持続
可能な地域づくりに向けたさまざまな活動を実施しています。
　海外拠点では、TAXAN MEXICO S.A.DE C.V（メキシコ）において、クリスマスの

時期に社員がおもちゃを持ち寄り、工場近隣に住む
子どもたちに配布する取り組みや、近隣幼稚園へキャ
ンディーバッグを配布する活動を実施しました。
　国内拠点では、加賀EMS十和田株式会社は、近隣
の観光地、工場周辺における定期的な清掃活動や、地
元中学校の社会科工場見学を実施しています。加賀
マイクロソリューション株式会社では、工場周辺で
の清掃活動に加え、地元中学校の職場体験実習・イン
ターンシップに取り組んでいます。旭東電気株式会
社においても同様に、工場周辺の清掃活動を通じて、
地域の環境美化に貢献しています。

　当社グループの株式会社デジタル・メディア・ラボでは、
版権管理する「やさいのようせい※」のキャラクターを活用
し、農林水産省「野菜を食べようプロジェクト」サポーター
として、子どもを中心とした食育活動を展開しています。
練馬区や静岡市などの小中高校や保育施設など約250校へ
野菜を食べよう啓蒙ポスターを配布し、児童・生徒とその
家族へ野菜摂取の大切さを伝えたほか、食育ワークショッ
プの実施などを通して、子どもたちが楽しみながら野菜に
親しめる場を提供しました。今後も地域・教育機関と連携
し、食への関心を育んでいきます。
　また、当社では、会長の塚本勲が千葉商科大学サービス
創造学部の特命教授として、学生への講義を行っているほか、石川県金沢市での「金沢
JAZZ STREET」に協賛するなど、教育や芸術文化に関わる幅広い分野で社会に貢献し
ています。
※  『やさいのようせい N.Y.SALAD』は、絵本作家・天野喜孝氏の原作をもとにしたアニメで、2007年からNHK教育で放送され、
デジタル・メディア・ラボが制作を担当しました。

地元中学生の社会科工場見学
（加賀EMS十和田）

工場近隣に住む子どもたちへのおもちゃ配布
（TAXAN MEXICO）

小学校における食育活動の様子

『野菜を食べようプロジェクト』
啓蒙ポスター

金沢JAZZ STREET 2025

地元中学生の職場体験実習
（加賀マイクロソリューション）
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地球とともに 加賀電子グループは、21世紀を「地球環境保全の世紀」と捉え、CO2をはじめとした温室効果ガスの排出削減とともに、再生可能エネルギーの活
用や生物多様性の保全を通じて、持続可能な社会の実現に向けた事業活動を推進しています。

環境方針

加賀電子グループは、「すべてはお客様のために」 の経営理念のもと、
お客様のニーズにお応えしつつ、持続可能な社会の実現に向けて、

かけがえのない地球を守り、より良い自然環境の保護と改善に努めます。

加賀電子グループは、全ての役員および社員（契約社員、派遣社員等を含む。以下同じ。）
で環境マネジメントシステムを組織し、商品とサービスの提供など全ての事業活動におい
て、地球環境の保全および汚染の予防を推進する。

事業活動の遂行にあたっては、環境関連の法規則および要件ならびに加賀電子グループ
が同意するその他の要求事項を遵守する。

CO2排出量を削減し、再生可能エネルギー利用を促進するとともに、気候変動の緩和に向
け、事業活動を通じた省エネルギー・省資源の取り組みを徹底する。

加賀電子グループが取り扱う商品・サービスは、可能な限り次の要件を満たすものとする。 
・環境に優しい物質で構成されていること  

・再利用やリサイクル可能で廃棄物の削減が出来ること  

・最新のエレクトロニクス技術で省エネルギー・省資源の設計であること

環境および生物多様性の保全に関して役員および社員の意識向上を図り、環境方針の
実践に向けた啓蒙・教育を行う。

環境方針は加賀電子グループのホームページおよび統合レポート等を通じて広く社会に
公表する。

1

2

3

4

5

6

環境マネジメント体制
　当社グループでは、環境方針に基づいて環境マネジメントシステムを構築していま
す。体制としては、代表取締役　社長執行役員のもと、環境管理責任者、ISO事務局、
環境マネージャー会議、内部環境監査員が連携し、当社およびグループ各社の環境管
理を実施しています。また、当社および当社グループ会社において、環境マネジメン
トシステムの国際規格であるISO14001の認証を取得し、PDCAサイクルを実施する
ことで環境管理体制を強化しています。

環境マネジメント体制

（注）  加賀FEI、加賀EMS十和田、エクセル、加賀テクノサービス、旭東電気、NVデバイスは、それぞれの環境マネジメント体
制の下でISO14000の認証を取得しています。

会長
• 加賀電子
　電子事業部、オートモーティブ事業部、通信事業部、 
　EMS事業部、特機事業部、技術統括部 

•加賀デバイス　•エー・ディーデバイス
•加賀テック
•加賀ソルネット（ソルネットカンパニー）

• 加賀電子 管理本部
　 秘書部、IR・広報部、サステナビリティ推進部、監査室、 
経営企画室、営業企画室、総務部、人事部、 
経理部、情報システム部、業務管理部

社長（経営者） ISO事務局

環境管理責任者

環境マネージャー
会議

内部環境監査員

KAGA ELECTRONICS INTEGRATED REPORT 2025加賀電子グループの価値創造の基盤 47



地球とともに

環境負荷低減への取り組み

再生可能エネルギー100％化の実現に向けて温室効果ガスの排出状況と削減目標の策定

生物多様性の保全に向けた活動

　加賀電子本社ビルは、外装に外気導入型ダブルスキン※カーテンウォールを採用し、事
務室内に外気を取り入れることで熱負荷の軽減や自然換気の導入、遮音性の向上を実現
した省エネルギー設計となっています。このほか、国内では青森県、福島県の製造拠点や、
海外でも中国・ベトナムに加えメキシコにおける製造
拠点において太陽光パネルによる再生可能エネルギー
の利用を推進しています。さらに、カーボンクレジット
や非化石証書の購入を併用しながら、再生可能エネル
ギー化を進めております。当社グループでは環境への
配慮を行い、今後も再生可能エネルギー100%化の実
現に向けた取り組みを進めてまいります。

　当社は、継続的な排出量の管理や透明性の高い情報開示の観点から、2024年3月期
より温室効果ガスの排出量としてScope1、2、3別に算定しております。また排出量
の削減目標を、2024年3月期を基準として2030年度までにScope1・2では42％削減、
Scope3では25％削減と定めました。
　当社グループでは今後とも継続した算定と現状の把握を進めるとともに目標達成に
向け取り組んでまいります。
　2025年3月期の排出量は以下のとおりです。

　当社では、2023年より本社ビル屋上庭園にビオトープ※を設置しています。生物お
よび植物の育成を通じて生物多様性の保全や自然環境の保護に取り組むとともに、種
の保存および生物が生息しやすい環境の整備
にも努めています。また、協力いただいている
NPO法人の方を講師としてお招きし、従業員
とその家族向けに生物多様性に関する講演会
を定期的に開催しています。今後も生物およ
び植物の生息状況を調査し、当社ウェブサイ
トを通じて情報発信を進めてまいります。

※  ダブルスキンとは、建物外壁の一部または全面をガラスで二重に覆う建築手法です。

※ ビオトープとは、「地域の野生生物が暮らす、あるまとまった空間」
のこと。

製造拠点における太陽光パネル導入

TAXAN MEXICO新工場

当社本社ビル屋上のビオトープ

2024/3 2025/3 2030
（基準年）

2024/3 2025/3
（基準年）

1,742,660 1,763,121

1,306,995

目標
2030
目標

2030年度
までに

2030年度
までに

25%削減

42%削減

29,685 30,470

1,215 1,078

17,217
28,470 29,392

Scope3Scope1 Scope2 目標値 目標値

Scope1,2 GHG排出量 Scope3 GHG排出量

（tCO2e）（tCO2e）
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MATERIALITY

加賀電子グループは、世界および当社が直面するさまざまな課題や社会からの要請に真摯に向き合い、「E:環境」「S:社会」「G:ガバナンス」ならびに「B:事業」の
4つの観点から、当社の経営にとってインパクトの大きい重要課題を以下の通り特定しました。これらのマテリアリティの取り組みを通じて、持続可能な社会
の実現に寄与する企業活動を実践し、更なる企業価値の向上を推進していきます。

重要課題 関連する SDGs 経済・社会情勢の変化 取り組み課題

E
クリーンな 
地球環境を作る

●  地球温暖化・環境問題の深刻化
●  カーボンニュートラルへの要請

●  環境・エネルギー問題に貢献する製品 
およびサービスの提供

●  環境負荷低減に向けた取り組みの継続

S
働きやすい会社、 
豊かな社会を作る

● ニューノーマルに向けた社会構造の変化
● 少子高齢化による人材の逼迫

●ニューノーマルに相応しい 
ダイバーシティおよび働き方の促進

●加賀イズムの継承・発展による人財育成

G
持続可能な 
経営基盤を作る

● コーポレート・ガバナンス強化への要請
●   環境変化に耐えうるレジリエンスの実現

●  ガバナンス、コンプライアンスの更なる強化
●利益重視経営の徹底

B
持続的な事業成長を 

実現する

● デジタルトランスフォーメーションの進展
● IoT・AIなどICTの普及による 
超スマート社会の到来

●グローバル競争の激化

● デジタル化社会に貢献する製品 
およびサービスの提供

●社会課題解決に貢献する新規事業創出
●グローバル展開の更なる促進

加賀電子グループのマテリアリティ
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当社グループは2021年11月に『サステナビリティ中長期経営計画』を策定いたしました。「すべてはお客様のために」の経営理念のもと、「持続可能な社会の実現」と「持続的なグルー
プの成長」の両立を目指したサステナビリティ経営を推進していきます。取り組みにあたっては、お客様、取引先、株主・投資家、従業員、地域社会などすべてのステークホルダー
との対話を尊重し、持続可能な社会の実現に積極的な役割を果たすとともに、企業価値の向上を目指していきます。

サステナビリティ方針 サステナビリティ推進体制
加賀電子グループは、「すべてはお客様のために」の経営理念のもと、「持続可能な社会の
実現」と「持続的なグループの成長」の両立を目指します。
その取り組みにあたっては、「CSR基本方針」「環境方針」ならびに「行動規範」に基づき、
お客様、取引先、株主・投資家、従業員、地域社会など全てのステークホルダーとの対話を
尊重し、持続可能な社会の実現に積極的な役割を果たすとともに、企業価値の向上を目指
します。

加賀電子グループは、CSRならびにサステナビリティの推進を重要な経営課題と捉え、加
賀電子株式会社の代表取締役社長が委員長となる「サステナビリティ委員会」を設置し、そ
の直下には「コンプライアンス」「リスクマネジメント」「情報開示」「環境経営推進」「ダイバー
シティ推進」「ガバナンス」の各専門委員会を配して、グループ横断的にCSRならびにサス
テナビリティを推進するマネジメント体制を敷いています。経営トップのコミットメント
のもと、事業部門とも連携して、各委員会を通じて、ESG課題に対する方針や施策・目標の
策定、進捗管理などグループ一体となってサステナビリティの推進に取り組んでいます。

サステナビリティ中長期経営計画

事業活動を通じて、CO2排出量の削減、廃棄物の削減と再利
用の推進に取り組むとともに、環境に配慮した製品および
サービスを提供することで、地球環境を大切にする社会の実
現に貢献します。

事業活動を通じて
環境課題に取り組みます 

1

性別や年齢、国籍や社会的身分、障がいの有無など個人の属性
に関係なく、すべてのステークホルダーの人権を尊重します。ま
た、多様な従業員が心身ともに安全且つ健康に働ける職場環境
や個々の能力を最大限発揮できる人事制度・教育研修体系を整
備し、イノベーションに挑戦する人財づくりに取り組みます。

人権を尊重し、
人財を育成します 

2

法令や規則を遵守し、公正な競争、高品質な製品およびサービ
スの提供、適時適切な情報開示など、誠実な企業活動を実践す
るとともに、ガバナンス体制の強化を図ることで社会から信頼
される企業を目指します。

社会との相互信頼の
確立を目指します3

サステナビリティ委員会

ミッション

CSRならびに環境（E）・社会（S）・ガバナンス（G）に関わる 
中長期の経営課題について、各専門委員会を中心に検討・議論し、 

グループ横断的な施策の実行を通じて当社の企業価値向上につなげる。

委員長　代表取締役 社長執行役員　門 良一

コンプランアンス
委員会

委員長
取締役

上席執行役員
管理本部長
石原 康広

リスクマネジメント
委員会

委員長
取締役

上席執行役員
経営企画室長
糀谷 仁志

環境経営
推進委員会

委員長

執行役員

江口 聡

ダイバーシティ
推進委員会

委員長
取締役

上席執行役員
管理本部長
石原 康広

委員長
取締役

上席執行役員
経営企画室長
糀谷 仁志

ガバナンス
委員会

情報開示
委員会

委員長
取締役

上席執行役員
管理本部長
石原 康広
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サステナビリティ中長期経営計画

『サステナビリティ中長期経営計画』の進捗
主なテーマ 取り組み課題・検討課題 中期目標※ 長期目標 主な活動・進捗状況

2023年度 2024年度

E

再生可能エネルギー 
100%化の実現

•  国内営業拠点における 
再エネ導入 2024年：40%（1%） 2030年：100%

①  再エネ由来電力は全体電力量の5.1％で導入済
② 「2024年40％再エネ化」の目標達成に向けて、非化石証書
購入を決定。併せて、2024年度において温室効果ガス排出
量定量化および削減目標設定を決定

①  再エネ由来電力は全体電力量の14.6％で導入済
②  2024年40％再エネ化の目標達成のため、非化石証書を購入。 
併せて温室効果ガス排出量の可視化（Scope1/2/3算定）と
ともに、削減目標を設定しHP掲載済

•   国内製造拠点における 
再エネ導入

～2024年： 情報収集・分析
および方針決定
<自家発電／外部調達>
太陽光パネル／バイオマス
発電／再エネ事業者

2030年： 50%
2050年：100%

十和田工場（2023年12月）、須賀川工場（2024年2月）で 
太陽光発電設備を導入

太陽光発電での十和田工場の自給率は9.2％となり、増設を検討
中。須賀川工場は自給率21.9％達成

•   海外製造拠点における 
再エネ導入

2030年： 30%
2050年：100% メキシコ新工場（2024年4月）にて太陽光パネルを設置 メキシコ新工場は太陽光発電許可を受け2025年1月より稼働。 

賃貸の製造拠点はI-REC（再エネ証書）の購入を検討中

社有車両のEV化
•  国内営業車両の電動車 
（EV、HV、PHV、FCV）への
切り替え

2024年：85%（78.5%） 2030年：100% 電動車化比率は前年度比3.0pt増の85.0％（2024年3月末） 電動車化比率は前年度比5.2pt増の90.2％（2025年3月末）

S

ダイバーシティと
人財マネジメント

•  中核人財の多様性確保 
（女性、外国人、中途採用） <女性新卒総合職比率>

2023年：30%（5.8%）
<女性管理職比率>　
2024年：15%（13.3%）

<女性新卒総合職比率>
2028年：40%
<女性管理職比率>
2029年：17%

■ 女性新卒総合職比率は、「行動計画」に沿った採用活動を実施

新卒採用総合職23人中、女性5名。前年度比3.6pt増の21.7％
に拡大

新卒採用総合職22人中、女性5名。前年度比1.0pt増の22.7％に 
拡大するも、目標30％に届かず

■ 女性管理職比率向上に関しグループ内で協議、各社ごとに女性管理職員数の目標人数を設定

前年度比0.9pt増の17.4% 前年度比0.1pt減の17.3%

•  高齢者・障がい者雇用の 
取り組み 障がい者雇用は法定雇用率100% 障がい者雇用は法定雇用率100％

「ワークライフ・マネジメント」
と「生産性向上」

•  育児・介護支援、 
テレワークなど各種制度拡充 2022年：各種制度拡充

2023年：認定取得
2025年：外部認定取得
2024年～認定継続

テレワークを恒常的な制度とし規程・ルール改訂を検討。 
2023年4月より新ルールの運用開始

男性育児休業制度は12名が利用。男性の育児休業取得率は
100％

•  健康経営優良法人の 
認定取得 2024年3月、2年連続で認定取得 2025年3月、3年連続で認定取得。HPに健康経営方針や取り

組みを掲載

G

CGコード改訂・ 
東証再編に対応した 
ガバナンス体制の再構築

•  独立社外取締役1/3以上
•  指名・報酬委員会の設置 2021年6月：実施済み

次期CGコード改訂に
応じて目標設定

2023年6月株主総会にて取締役6名（うち社外取締役3名）体制
を決議

減員していた社外取締役を2024年6月株主総会にて選任し、 
取締役6名（うち社外取締役3名）体制を維持

•  取締役会の多様化 ～2022年6月：方針決定 2023年6月株主総会にて女性社外監査役を選任。 
2024年6月株主総会での女性取締役選任は見送り

2025年6月株主総会後、監査等委員会設置会社への移行に伴い 
女性取締役就任

•  プライム市場に対応した 
CGコード・フルコンプライ 2021年11月：実施済み CGコードの改定なし CGコードの改定はないが、社内対応の見直しを実施

経営の監督機能・ 
執行機能の一層強化

•  「 委任型執行役員」制度の導入 2022年4月：施行 グループ経営本部会議の構成員を委任型執行役員へ拡大する
ことを決定。2024年4月より運用開始 運用継続中

•  「 委員会等設置会社」への移行 ～2023年3月：方針決定
監査役設置会社を継続。経営の迅速性、女性取締役選任の必
要性も考慮し、引き続き「監査等委員会設置会社」への移行を
検討

取締役会にて「監査等委員会設置会社」への移行を決議。 
2025年6月株主総会後に移行

※（　）内は計画策定時値：2021年11月

ベトナム工場に設置した太陽光パネル 福島事業所に設置した太陽光パネル
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　当社グループは、環境・社
会・ガバナンス等に関わる中
長期の経営課題について、グ
ループ横断的な施策の実行を
通じて当社グループの企業価
値向上につなげることを目的
に、従前のCSR委員会および
SDGs委員会を統合・集約し、
2024年4月より「サステナビリ
ティ委員会」を新たに設置、そ
の直下に「環境経営推進委員
会」「リスクマネジメント委員会」など六つの専門委員会を配しました。
　委員会は、環境経営推進委員会をはじめ各専門委員会にて洗い出されたサステナビ
リティ関連の検討事項に対する審議や、当社グループにおける気候変動関連事項を含
むESG課題に関する戦略策定ならびに施策の展開の他、目標の策定、進捗状況のモニ
タリング等を行っています。
　サステナビリティ委員会にて検討・決定された内容は、都度取締役会に報告され、
取締役会では報告内容について委員会に諮問のうえ、委員会より展開された施策の指
示・監督を行っています。

TCFD提言に基づく開示 加賀電子グループは、事業活動を通じたCO2排出量の削減、廃棄物の削減と再利用の推進に取り組むとともに、環境
に配慮した製品およびサービスを提供することで地球環境への貢献を進めています。また、マテリアリティの一つと
して「クリーンな地球環境を作る」を掲げて気候変動への対応に取り組んでいます。

基本体制 分析のプロセス
　TCFD提言で示された各リスク・機会の項目を参考に、気候変動問題が当社グルー
プの事業に及ぼすリスク・機会に関して、以下のステップで検討しました。また、1.5℃
シナリオと、4℃シナリオの二つのシナリオを用いて、政策や市場動向の移行（移行リ
スク・機会）に関する分析と、災害などによる物理的変化（物理的リスク・機会）に関す
る分析を実施しました。

気候変動に関する体制図

取締役会

サステナビリティ委員会

各部門・グループ会社

報告 指示・監督

指示・監督

指示・監督

連携
環境経営推進委員会

リスクマネジメント委員会

連携

報告

リスク・機会の
特定と評価 シナリオ群の定義 財務インパクト評価 対応策の検討

気候変動シナリオについて

1850～1900年を基準とした世界の平均気温の変化

1.5℃シナリオ（脱炭素シナリオ）

気候変動の影響を抑制するためにカーボンニュー
トラル実現を目指した取り組みが活発化し、世界
の平均気温上昇を産業革命期以前と比較して1.5℃
未満に抑えることを目指したシナリオ。1.5℃シナ
リオでは、移行リスクの中でも政策・法規制リスク
の影響が2℃シナリオに比べて大きくなると想定さ
れています。

気候変動対策が現状から進展せず、世界の平均気
温が産業革命期以前と比較して今世紀末頃に約4℃
上昇するとされるシナリオ。物理的リスクにおけ
る異常気象の激甚化や海面上昇リスクによる影響
が大きくなると想定されています。

4℃シナリオ（高排出シナリオ）

出典： IPCC第6次評価報告書 
第1作業部会報告書  
政策決定者向け要約  
暫定訳（文部科学省 
および気象庁）より、 
図SPM.8を転載
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TCFD提言に基づく開示

リスク・機会
　当社グループでは気候変動に関する重要な移行リスク・物理的リスクと機会として、下記を認識しています。

• 時間軸：短期：～3年、中期：3～6年（2030年）、長期：6～26年（2050年）
• 影響度：大：営業利益の10%以上、中：営業利益の3～10%、小：営業利益の3%未満

リスク・機会の種類 時間軸 影響度 対応方針

移行リスク
（1.5℃～2℃
シナリオで
最も顕在化
すると想定）

法規制・
政策リスク

将来、炭素税が導入されれ
ば事業活動にて排出される
CO2に対して課税され、コス
トが増加する

中期～
長期 大

•  保有車両のEV化、再エネ使用率を
高める（サステナビリティ中長期経営
計画にて対応中）

将来、サプライヤーへの炭
素税の導入より調達コスト
の上昇が懸念される

中期～
長期 大

•  サプライヤーとのエンゲージメントで
梱包、輸送方法など見直しを行う

• できる限り販売価格への転嫁を行う

排出量削減目標達成に向け
たカーボンオフセット需要の
増加により、クレジット価格
が上昇する

中期～
長期 小

•  自社での太陽光パネル設置を進行中
（十和田、福島、ベトナム、メキシコ、
中国湖北、マレーシアの各工場にて
設置済み）、さらにオフサイトPPA導
入も検討

•  非化石証書の購入済み（サステナビ
リティ中長期経営計画にて策定）

技術リスク 再生可能エネルギー比率の
上昇による電源単価の高騰 中期 小

•  自社太陽光パネル等自家発電設備
の能力増強（十和田・福島工場にて
検討中）

• 蓄電池導入の検討
•  電力オークションを通じて電力購入
開始

市場リスク

商社ビジネスおよびEMSビ
ジネスにおいて省エネ・低
炭素製品／部材に対する顧
客ニーズを満たせないこと
により、売り上げが減少する

中期～
長期 小

•  顧客要望に沿った環境性能に優れ
た製品／部材の取り扱い、ラインアッ
プ充実

再生可能エネルギーや電気
自動車の市場が拡大し、鉱
物資源（レアメタル等）の需
要がひっ迫することで、調達
コストが上昇する

中期～
長期 小

• サプライチェーンの多様化を検討
• 代替製品の開拓
• 製品の販売価格への転嫁

評判リスク
GHG削減の取り組み遅れ
や情報開示不足により、
ESGを重視する顧客からの
評価が低下する

短期～
長期 中 •  気候関連情報開示の徹底、外部評

価の向上への積極的な取り組み

リスク・機会の種類 時間軸 影響度 対応方針

物理的リスク
（4℃シナリオ等
で最も顕在化
すると想定）

急性リスク

顧客およびサプライヤーの
事業活動停止やサプライ
チェーン断絶により、復旧ま
での期間の売上が減少する

短期～
中期 小

•  サプライチェーンの多様化
•  BCP対策マニュアルの整備

自社拠点の被災により、復
旧対応コストが発生する

短期～
長期 小

•  防災設備の導入、既存設備の災害対
策強化

•  BCP対策マニュアル整備
•  国内各工場でのハザードマップ完備

慢性リスク
工場において、労働環境悪
化に伴い熱中症等の対応費
用が増加する

中期～
長期 小

•  工場内の空調設備などの職場環境
の見直し（空調設備は毎年高効率機
種に入れ替え中）

機会

資源の 
効率性

事業拠点への省エネ機器導
入より運用コストが削減する

短期～
中期 小

•  エネルギー効率のモニタリングと継
続的改善

•  AI自動制御によるエネルギー消費管
理製品の利用

製品・ 
サービス

省エネ・低炭素製品への需
要増加により、売上が増加
する

中期～
長期 大

•  EV自動車向け半導体・電子部品の
注力

• EVバスの販売拡大

省エネ・低炭素製品への助
成が強化される

短期～
中期 中 •  PC周辺リサイクルビジネス増大への

対策

市場

平均気温上昇に伴う空調機
器の市場拡大により、EMS
加工需要が増加する

中期～
長期 中

•  空調機器顧客との戦略的パートナー
シップ構築

• 取扱製品の拡充
• サプライチェーンの安定的供給

GHG排出量削減の取り組
みが進んだ場合、ステーク
ホルダーからの評価が向上
する

短期～
中期 小 •  CDPスコアの向上やSBT取得の 

検討
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TCFD提言に基づく開示

リスク管理 指標と目標
　当社グループは2023年度よりScope1、2、3の算定を開始しました。これにより、
2023年度排出量を基準とし、削減目標として2030年度までにScope1＋2では42％
削減、Scope3では25％削減と定めました。当社グループでは目標達成に向け取り組
んでいきます。

気候関連リスクを識別・評価・管理するプロセス
　当社グループでは、サステナビリティ委員会直下の専門委員会として環境経営推進
委員会を設置し、気候変動に伴う短期的および中長期的なリスクに関して、各部門・
グループ会社で洗い出しを実施した後、環境経営推進委員会にて識別・評価し、特に
重要であるリスクについては半期に1回、サステナビリティ委員会を通して取締役会
に報告される体制としています。
　識別・評価された気候変動リスクに関しては、環境経営推進委員会にて予防策と対
応方針を検討し、サステナビリティ委員会で内容を審議・決定した後、各部門・グルー
プ会社にて実行されます。また、リスクの重要性と優先度の優先順位づけに関しては
影響度と緊急度の二つの観点から総合的に評価をしております。これらの事案につい
ても、サステナビリティ委員会から取締役会に対して適時適切に報告される体制とし
ています。

全社のリスク管理への統合プロセス
　全社リスクを統括するリスクマネジメント委員会はサステナビリティ委員会直下の
専門委員会として設置され、それぞれのリスクごとに対応部門を定め、各部門におけ
るリスク管理責任者の指揮監督のもと、リスク管理のために必要かつ適正な体制を整
備しています。気候変動に係るリスクに関しては、環境経営推進委員会とリスクマネ
ジメント委員会とが連携して、全社統合的なリスク管理体制を構築しています。

基準年度排出量
（2023年度）

削減目標
（2030年度までに）

Scope1 1,215 tCO2e

42％削減
Scope2 28,470 tCO2e

Scope3 1,742,660 tCO2e 25％削減
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事業内容
半導体、一般電子部品、EMS※1などの開発・製造・販売
など

2025年3月期概況
部品販売ビジネスは、主要顧客における在庫調整の
影響が長引く中、加賀FEI株式会社におけるSoC※2

製品の販売伸び悩み、株式会社エクセルの海外子会
社における特定大口顧客向け取引の終息などにより
減収となりました。EMSビジネスでは、車載向けお
よび医療向けが堅調に推移し、産業機器向けが回復
したこと、在庫調整局面にあった空調機器向けも第
2四半期からの緩やかな回復傾向が持続し、増収とな
りました。
これらの結果、売上高は4,729億10百万円（前年同
期比0.1％増）、セグメント利益は169億27百万円（前
年同期比19.0％減）となりました。

電子部品事業

86.3%

2025/32024/3

472,583 472,910

2025/32024/3

20,887

16,927

売上高 セグメント利益

0.1%増   19.0%減   

（百万円） （百万円）

機会とリスク
 機会 リスク

電子部品
ビジネス

●　 「EV（電気自動車）化」や「CASE※」に代表される自動車
関連技術の高度化

●　 「5G（第5世代移動通信システム）」、「IoT」、「AI」などICT
関連

●　 クラウドリフトやクラウドシフトによる需要拡大
※  Connected、Autonomous、Shared & Services、Electric

●　 地政学リスクの顕在化・長期化、ならびに資源価格など
諸物価の高騰

●　 サプライチェーンにおける在庫調整長期化の影響
●　 主要国の景気後退に伴う需要停滞
●　 為替レートの変動
●　 販売先、仕入れ先における商流変更に伴う商権喪失

EMSビジネス

●　 米国関税政策に対応した製造拠点の分散化、地産地消
推進

●　生産効率向上に向けたアウトソーシング需要の高まり
●　工場自動化・DX化推進
●　半導体、電子部品供給不足や長納期化の解消

●　国内外における労働力不足、人材流出
●　技術革新の進展などに伴う競争環境変化
●　地震や洪水などの自然災害や感染症拡大
●　予測困難な法律・規制などの変更

売上高構成比

　当社は、アセアン地域におけるEMS事業の中核拠点として2002年に「KAGA ELECTRONICS 
（THAILAND） CO., LTD.（以下、加賀タイランド）を設立し、アマタナコン工業団地内に２工場を構え、タイ国内
および輸出向けに空調機器、事務機器ならびに車載関連機器等の基板実装を中心とした生産を行っています。
　今般建設する新工場は、2025年内の量産開始に向けて、当社中国拠点にて実績のある自社開発の生産
設備を中心とした実装自動化ラインの導入によりサイクルタイム短縮を図るとともに、生産量の変動にもフレ
キシブルに対応できる生産体制を確立し、既存顧客からの基板実装の受注増に対応します。加えて、新たに
完成品組立てラインを設置し、米国市場向けの組立需要も取り込むことで、加賀タイランドにおけるEMS事
業は、5年後には売上高500億円を目指します。
　これら自動化設備は、加賀タイランドで立上げを済ませた後、マレーシア、ベトナムなどアセアン地域やイ
ンドの当社EMS拠点にも水平展開するなど、将来的には、同社が海外マザー工場として中心的役割を担っ
ていきます。

タイにおけるEMS新工場建設～アセアン中核拠点として、増大する基板実装・完成品組立の需要に対応～TOPIC1

※1.  Electronics Manufacturing Service。製品の開発・生産を受託
するサービス。

※2.  System on a Chip。ある装置やシステムの動作に必要な機能の
すべてを、一つの半導体チップに実装する設計手法。

セグメント別概況
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機会とリスク
機会 リスク

情報機器事業

●　AI普及に伴う新規デバイスの創出
●　 ICTの進展による情報関連機器ニーズの堅調な拡大
●　 高等教育機関のPC導入ならびにセキュリティ関連ニーズの
拡大

●　 新規商材の開拓

●　 仕入先における商品ラインナップ不足による販売機会損失
●　 商流変更による、商権や商品調達ルートの喪失
●　価格競争や新規参入業者の増加による競争激化

情報機器事業

事業内容
パソコン、PC 周辺機器、各種家電、写真・映像関連
商品およびオリジナルブランド商品など完成品の販
売など

2025年3月期概況
パソコン販売ビジネスは、教育機関向けは好調を維
持しましたが、量販店向けは主要PCメーカーにお
ける商品ラインナップ減少の影響を受け低調に推
移しました。加えて、LED設置ビジネスは前々期よ
り本格展開していた大口案件が一巡したことによ
り売上高は減少しました。一方、比較的採算性の高
いセキュリティソフトの販売が好調であったこと
から利益率は向上し、売上高は伸びない中で増益を
確保しました。
これらの結果、売上高は426億52百万円（前年同期
比3.7％減）、セグメント利益は33億7百万円（前年
同期比13.1％増）となりました。

売上高 セグメント利益

3.7%減   13.1%増   

（百万円） （百万円）

　加賀FEIは、2022年1月に太陽誘電株式会社よりBluetooth®※1およびWireless LANモジュールに関わる商権、開発・製造技術
ならびに知的財産権を承継しました。同時に設計・開発機能を集約した「高崎開発センター」を開設し、自社ブランド『CONTINECT』
を冠し、小型無線モジュール事業を開始しました。
　2024年7月には一部生産機能を加賀電子グループのEMS※2事業会社である、KAGA ELECTRONICS （THAILAND） CO., LTD. 
へ移管し、段階的に内製化を進めてきましたが、2025年4月より加賀EMS十和田株式会社にも量産ラインを立ち上げ、BCM※3の観
点から安定供給ができるよう体制を構築し、小型無線モジュール製品『CONTINECT（コンティネクト）』を100％内製化しました。
　加賀FEIは、自社内にエンジニア部門を擁し、LSIなど大規模集積回路の開発受託・製造受託を行ってきました。また無線分
野においても、メッシュネットワークを活用した特定小電力無線モジュールの開発をはじめ、ソフトウェア・ハードウェアともに
多数の開発実績を有しています。こうした知見と経験のうえに小型無線モジュールという新たなキーデバイスを加え、これまで
取り組んできたネットワーク・クラウド、ソフトウェア開発、さらにはEMSサービスまで、幅広い提案力によってIoTソリューショ
ンビジネスの拡大を目指しています。
　無線モジュールは今後も需要拡大が見込める成長市場であり、とりわけ加賀FEIの『CONTINECT』は、通信機器や産業機器、民
生エレクトロニクス分野においてIoTを活用した製品化に取り組む国内外の顧客に対して有望な製品となります。開発・生産・販売を
一気通貫で行うことで、事業競争力の強化と付加価値の向上を図り、3年後には関連ビジネスも含め売上高100億円を目指します。

小型無線モジュールを100％内製化
～タイおよび十和田のグループ工場で『CONTINECT（コンティネクト）』製品の本格量産を開始～

TOPIC2

超小型無線モジュール
『CONTINECT ES4L15BA1』

加賀EMS十和田に立ち上げた
量産ライン

※1. Bluetooth®ワードマークとロゴは、Bluetooth SIG Incが所有しており、ライセンスに基づき加賀FEI株式会社が使用しています
※2. EMS：Electronics Manufacturing Service。電子機器の開発・生産を受託するサービス
※3. BCM：Business Continuity Management。事業継続マネジメント

2025/32024/3

44,305 42,652

2025/32024/3

2,924
3,307

7.8%

売上高構成比
セグメント別概況
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ソフトウェア事業

事業内容
CG映像制作、アミューズメント関連
商品の企画・開発など

2025年3月期概況
CG映像制作の受注が好調に推移し、売
上高は33億87百万円（前年同期比31.9％
増）、セグメント利益は５億９百万円（前
年同期比37.8％増）となりました。

売上高

31.9%増   

（百万円）

2025/32024/3

2,567

3,387

セグメント利益

37.8%増   

（百万円）

2025/32024/3

370

509

0.6%

売上高構成比

事業内容
エレクトロニクス機器の修理・サポー
ト、アミューズメント機器の製造・販
売、スポーツ用品の販売など

2025年3月期概況
PC製品およびPC周辺機器のリサイ
クルビジネスは堅調に推移しました。
また、大型遊戯施設向けに機器・サー
ビスを提供するアミューズメント機
器ビジネスは、米国向け販売が好調
に推移しました。
これらの結果、売上高は288億29
百万円（前年同期比24.0％増）、セグ
メント利益は27億7百万円（前年同期
比74.0％増）となりました。

売上高

24.0%増   

（百万円）

セグメント利益

74.0%増   

（百万円）

2025/32024/3

1,555

2,707

5.3%

売上高構成比
その他事業

2025/32024/3

23,241

28,829

セグメント別概況
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財務ハイライト

売上高 （百万円） 営業利益 （百万円）

自己資本比率 （%） セグメント別・地域別売上構成比 （内：セグメント別、外：地域別）

自己資本利益率（ROE） （%）親会社株主に帰属する当期純利益
／1株当たり当期純利益

営業活動におけるキャッシュ・フロー
／フリー・キャッシュ・フロー

2024/3 2025/32023/32022/32021/3

495,827
547,779

608,064

542,697

422,365
20,915 23,60125,845

32,249

11,467

2025/32024/32023/32022/32021/3

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）
1株当たり当期純利益（円）

23,070 20,345 17,083
11,399

325.08

15,401

288.23

439.32 387.30

207.53

2025/32024/32023/32022/32021/3 2024/3 2025/32023/32022/32021/3

15.7
19.6

14.5
10.8

13.5

営業活動におけるキャッシュ・フロー（百万円）
フリー・キャッシュ・フロー（百万円）

9,999

29,38530,569

25,763 26,417

15,080

7,545

25,047

2024/3 2025/32023/32022/32021/3
8,327

1,554

2024/3 2025/32023/32022/32021/3

38.8

54.4

38.4
45.3

52.6

（注）  当社は、2024年10月1日を効力発生日として、普通株式1株
につき2株の割合で株式分割を行っております。1株当たり
当期純利益は、分割日以前についても当該株式分割の影響
を考慮した金額を記載しております。

電子部品事業
472,910百万円
86.3%

日本
309,158百万円
56.4%

情報機器事業
42,652百万円
7.8%

アジア
158,764百万円
29.0%

その他事業
28,829百万円
5.3%

欧州
28,993百万円
5.3%

ソフトウェア事業
3,387百万円
0.6%

米州
50,862百万円
9.3%

売上高
547,779 百万円

2025年3月期
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財政状態および経営成績等の概況 2025年3月31日終了事業年度

経営成績の概況 財政状態の概況
　当連結会計年度における世界経済は、米国は個人消費の改善などを背景に堅調に
推移しましたが、中国の景気減速ならびに欧州や中東での地政学的リスクもあり、
総じて先行き不透明な状況となっております。一方、日本では、雇用・所得環境の改
善や企業の設備投資など前向きな動きは見られたものの、エネルギーや食料品など
物価上昇を主因に個人消費が停滞するなど景気は緩やかな回復にとどまりました。
　当社グループが属するエレクトロニクス業界においては、自動車の電装化・電動
化を背景に車載関連向け需要は堅調に推移し、産業機器や事務機器向けでは在庫
調整緩和の動きが見られる一方、空調機器向けなど一部の分野では調整局面が長
引きました。
　このような経営環境の下、当連結会計年度における当社グループの業績につきま
しては、売上高は、電子部品事業において在庫調整の長期化や海外子会社の特定大
口顧客向け取引終息による減収、また情報機器事業でも特定大口案件の一巡により
伸び悩みましたが、ソフトウェア事業およびその他事業は堅調に推移したことによ
り、前年比微増の5,477億79百万円（前年同期比0.9％増）となりました。
　売上総利益は、売上高が伸びない中で比較的好採算の製品の販売が伸長した一方、
低採算であった大口取引が終息するなど販売ミックスの良化もあり、716億65百万
円（前年同期比1.7％増）と僅かながら増益となり、売上総利益率も0.1ポイント改善
しました。
　営業利益は、当期に実施した賃上げによる人件費の増加や物流コスト上昇の影響
などにより、販売費及び一般管理費が増加し、236億1百万円（前年同期比8.7％減）、
経常利益は、為替変動にともなう為替差損の増加などにより、225億93百万円（前年
同期比13.0％減）となりました。
　親会社株主に帰属する当期純利益は、前年に計上した投資有価証券売却益（14億
20百万円）や負ののれん発生益（4億81百万円）の剥落などにより、170億83百万円
（前年同期比16.0％減）となりました。

　当連結会計年度末における総資産は3,056億71百万円となり、前連結会計年度末
に比べ188億79百万円の増加となりました。その主な内訳は、以下のとおりです。

　流動資産は2,571億64百万円となり、前連結会計年度末に比べ125億35百万円の増
加となりました。これは主に、現金及び預金が135億92百万円増加したことによるもの
であります。

流動資産

　固定資産は485億７百万円となり、前連結会計年度末に比べ63億44百万円の増加と
なりました。これは主に、有形固定資産が33億９百万円、投資有価証券が20億83百万
円それぞれ増加したことによるものであります。

固定資産

　負債は1,392億92百万円となり、前連結会計年度末に比べ37億31百万円の増加と
なりました。これは主に、支払手形及び買掛金が19億47百万円、未払法人税等が17億
80百万円それぞれ増加したことによるものであります。

負債合計

　純資産は1,663億79百万円となり、前連結会計年度末に比べ151億48百万円の増加
となりました。これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益170億83百万円の計上な
どにより利益剰余金が113億２百万円、為替換算調整勘定が31億55百万円それぞれ増
加したことによるものであります。

純資産合計
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財政状態および経営成績等の概況 2025年3月31日終了事業年度

キャッシュ・フローの状況
　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物につきましては、726

億81百万円（前連結会計年度比102億63百万円の増加）となりました。
　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のと
おりです。

資本の財源および資金の流動性に関する考え方
　当社グループは、必要な運転資金および設備投資資金については、自己資本また
は借入等により資金調達することとしています。今後も営業活動により得られる
キャッシュ・フローを基本に、将来必要な運転資金および設備投資資金を調達して
いく方針です。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、250億47百万円の収入（前年同期は293億85

百万円の収入）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益の計上によるもの
であります。

営業活動によるキャッシュ・フロー

　運転資金需要のうち主なものは、当社取り扱い商品の購入費用および製品製造のた
めの材料や部品の購入のほか、製造費、販売費及び一般管理費等の営業費用でありま
す。投資を目的とした資金需要は、設備投資、新規事業あるいは商権獲得のための
M&A費用等によるものであります。

資金需要

　短期運転資金の調達に関しましては、グループ内での資金効率化を行ったうえで金融
機関からの借り入れを基本としています。
　M&A・設備投資・長期運転資金の調達に関しましては、直接金融から間接金融まで
さまざまな調達方法の中からその時点の財政状況、資金需要の期間および目的を勘案
し、最適な調達を行うことを基本としています。

財政政策
　投資活動によるキャッシュ・フローは、99億67百万円の支出（前年同期は29億68

百万円の支出）となりました。これは主に、有形固定資産の取得および投資有価証券の
取得によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、73億43百万円の支出（前年同期は169億73

百万円の支出）となりました。これは主に、配当金の支払および借入金の返済によるも
のであります。

財務活動によるキャッシュ・フロー
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単位：百万円
＜資産の部＞ 2024/3 2025/3
流動資産
　現金及び預金 66,596 80,188

　受取手形、売掛金及び電子記録債権 112,574 114,139

　棚卸資産 54,739 51,774

　その他 10,941 11,298

　貸倒引当金 -223 -236

　流動資産合計 244,629 257,164

固定資産
有形固定資産
　建物及び構築物 7,266 9,839

　機械装置及び運搬具 7,647 11,034

　工具、器具及び備品 1,362 1,217

　土地 6,036 5,940

　建設仮勘定 2,824 413

　有形固定資産合計 25,135 28,445

無形固定資産
　ソフトウェア 2,021 1,694

　その他 70 44

　無形固定資産合計 2,092 1,738

投資その他の資産
　投資有価証券 10,472 12,556

　繰延税金資産 1,179 1,344

　その他 3,282 4,422

　投資その他の資産合計 14,934 18,323

　固定資産合計 42,162 48,507

　資産合計 286,792 305,671

連結貸借対照表 2024年3月31日および2025年3月31日現在

単位：百万円
＜負債の部＞ 2024/3 2025/3
流動負債
　支払手形及び買掛金 71,392 73,340

　短期借入金 10,604 14,890

　一年内償還予定の社債 ̶ 5,000

　未払法人税等 2,238 4,018

　その他 20,566 20,454

　流動負債合計 104,803 117,704

固定負債
　社債 10,000 5,000

　長期借入金 10,500 5,500

　繰延税金負債 3,241 4,115

　退職給付に係る負債 2,342 2,572

　その他 4,674 4,399

　固定負債合計 30,757 21,587

　負債合計 135,560 139,292

＜純資産の部＞
株主資本
　資本金 12,133 12,133

　資本剰余金 14,849 14,885

　利益剰余金 110,250 121,553

　自己株式 -5,603 -5,579

　株主資本合計 131,629 142,993

　その他の包括利益累計額合計 19,204 23,225

　非支配株主持分 396 160

　純資産合計 151,231 166,379

　負債純資産合計 286,792 305,671
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単位：百万円
2024/3 2025/3

売上高 542,697 547,779

売上原価 472,244 476,113

売上総利益 70,452 71,665

販売費及び一般管理費 44,607 48,064

営業利益 25,845 23,601

営業外収益
　営業外収益合計 2,409 2,569

営業外費用
　為替差損 741 2,336

　その他 1,536 1,239

　営業外費用合計 2,278 3,576

経常利益 25,976 22,593

特別利益
　投資有価証券売却益 1,420 754

　減損損失戻入益 ̶ 642

　その他 987 42

　特別利益合計 2,408 1,439

特別損失
　投資有価証券評価損 238 241

　その他 45 82

　特別損失合計 284 324

税金等調整前当期純利益 28,099 23,709

法人税等合計 7,776 6,988

当期純利益 20,323 16,721

（内訳）
親会社株主に帰属する当期純利益 20,345 17,083

非支配株主に帰属する当期純損失 -21  -361

その他の包括利益合計 6,889 4,023

包括利益 27,213 20,744

連結損益及び包括利益計算書
2024年3月31日および2025年3月31日終了事業年度

連結キャッシュ・フロー計算書
2024年3月31日および2025年3月31日終了事業年度

単位：百万円
2024/3 2025/3

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前当期純利益 28,099 23,709

　減価償却費 4,252 4,464

　売上債権の増減額（-は増加） 21,260 -1,036

　棚卸資産の増減額（-は増加） 4,545 2,356

　仕入債務の増減額（-は減少） -12,257 2,040

　その他の流動資産の増減額（-は増加） -1,513 -1,525

　その他の流動負債の増減額（-は減少） -2,861 -208

　その他 -667 -1,998

　小計 40,857 27,800

　法人税等の支払額 -11,736 -3,523

　その他 264 770

　営業活動によるキャッシュ・フロー 29,385 25,047

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 -5,417 -5,245

　投資有価証券の取得による支出 -547 -2,553

　その他の支出 -2,303 -4,057

　その他の収入 5,299 1,889

　投資活動によるキャッシュ・フロー -2,968 -9,967

財務活動によるキャッシュ・フロー

　配当金の支払額 -6,033 -5,773

　その他 -10,940 -1,570

　財務活動によるキャッシュ・フロー -16,973 -7,343

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,667 2,527

現金及び現金同等物の期首残高 50,307 62,417

現金及び現金同等物の期末残高 62,417 72,681
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2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

1株当たりデータ

　1株当たり当期純利益（円）※1 78.14 96.21 124.71 118.29 146.03 106.60 207.53 288.23 439.32 387.30 325.08

　1株当たり配当額（円）※1 20.00 27.50 30.00 35.00 40.00 35.00 40.00 60.00 110.00 110.00 110.00

　配当性向（%） 25.6 28.6 24.1 29.6 27.4 32.8 19.3 20.8 25.0 28.4 33.8

　1株当たり純資産（円）※1 1,054.02 1,092.97 1,200.50 1,285.90 1,395.49 1,425.50 1,655.62 2,013.11 2,467.68 2,871.11 3,162.68

主要指標

　売上高総利益率（%） 12.8 13.7 13.7 13.8 12.1 10.6 11.3 12.2 12.9 13.0  13.1

　売上高販管費率（%） 10.3 10.5 10.7 10.3 9.6 8.3 8.6 8.0 7.6 8.2 8.8

　売上高営業利益率（%） 2.5 3.2 3.0 3.4 2.6 2.3 2.7 4.2 5.3 4.8 4.3

　売上高経常利益率（%） 3.0 3.2 3.2 3.7 2.7 2.3 2.7 4.3 5.4 4.8 4.1

　親会社株主に帰属する当期純利益率（%） 1.7 2.2 3.1 2.8 2.7 1.3 2.7 3.1 3.8 3.7 3.1

　自己資本利益率（ROE）（%）※2 7.8 9.0 10.9 9.5 10.9 7.6 13.5 15.7 19.6 14.5 10.8

　投下資本利益率（ROIC）（%）※3 5.2 7.5 8.1 7.2 5.8 6.3 6.9 10.4 13.0 9.7 8.2

　総資産利益率（ROA）（%）※4 3.5 4.3 5.6 5.1 4.7 2.8 5.1 6.1 8.3 7.1 5.8

　自己資本比率（%） 46.6 49.7 52.4 54.8 35.8 37.7 38.4 38.8 45.3 52.6 54.4

　D/Eレシオ（倍）※5 0.24 0.21 0.15 0.13 0.43 0.37 0.42 0.48 0.32 0.23 0.20

　キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC）（日）※6 49.8 45.9 44.7 40.0 47.1 34.4 46.7 66.6 55.4 55.2 52.6

　売上債権回転日数（日）※7 83.2 81.5 83.6 77.1 77.0 75.2 93.7 89.0 77.5 75.7 76.1

　棚卸資産回転日数（日）※8 32.5 28.5 31.0 30.1 35.1 26.3 32.8 46.1 33.7 36.8 34.5

　仕入債務回転日数（日）※9 65.9 64.2 69.9 67.3 65.0 67.0 79.8 68.6 55.8 57.4 58.0

　従業員数（名） 5,092 5,243 5,216 5,427 6,627 6,731 7,826 7,959 8,092 8,021 8,560

※1．  当社は、2024年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 1株当たり当期純利益、
1株当たり配当額、および1株当たり純資産は、分割日以前についても当該株式分割の影響を考慮した金額を記載しております。

※2. 自己資本利益率＝親会社株主に帰属する当期純利益÷自己資本期首期末平均×100（%）
※3. 投下資本利益率＝税引後営業利益÷（株主資本＋有利子負債）
※4. 総資産利益率＝親会社株主に帰属する当期純利益÷総資産期首期末平均×100（%）

※5. D/Eレシオ＝有利子負債÷自己資本（倍）
※6. キャッシュ・コンバ―ジョン・サイクル（CCC）（日）＝売上債権回転日数＋棚卸資産回転日数ー仕入債務回転日数
※7. 売上債権回転日数（日）＝受取手形及び売掛金÷売上高×365（日）
※8. 棚卸資産回転日数（日）＝棚卸資産残高÷売上高×365（日）
※9. 仕入債務回転日数（日）＝支払手形及び買掛金÷仕入高×365（日）

11年間の要約連結財務データ 2015年3月期から2025年3月期
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2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

会計年度

　売上高（百万円） 255,143 245,387 227,209 235,921 292,779 443,615 422,365 495,827 608,064 542,697 547,779

　売上総利益（百万円） 32,738 33,648 31,225 32,498 35,546 47,016 47,936 60,547 78,514 70,452 71,665

　販売費及び一般管理費（百万円） 26,376 25,859 24,346 24,379 27,976 37,001 36,469 39,632 46,265 44,607 48,064

　営業利益（百万円） 6,362 7,788 6,879 8,119 7,570 10,014 11,467 20,915 32,249 25,845 23,601

　経常利益（百万円） 7,664 7,908 7,343 8,740 7,859 10,137 11,241 21,456 32,739 25,976 22,593

　親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 4,416 5,437 6,975 6,490 8,014 5,852 11,399 15,401 23,070 20,345 17,083

　営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 9,127 9,546 10,746 10,077 -1,547 22,406 9,999 -1,554 30,569 29,385 25,047

　投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） -1,465 -1,263 -258 -4,173 -6,860 -3,651 -2,453 -6,772 -4,805 -2,968 -9,967

　フリー・キャッシュ・フロー（百万円） 7,661 8,283 10,487 5,904 -8,408 18,754 7,545 -8,327 25,763 26,417 15,080

　財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） -4,431 -3,067 -6,118 -2,811 11,684 -7,544 -6,851 1,155 -15,549 -16,973 -7,343

　減価償却費（百万円） 1,907 1,604 1,452 1,481 1,740 2,754 3,167 3,738 4,000 4,252 4,464

　設備投資・投融資（百万円）※ 2,660 2,166 1,464 4,520 6,712 6,133 2,906 5,739 4,910 5,736 8,224

会計年度末

　総資産（百万円） 127,948 124,281 125,751 128,755 213,761 207,638 237,004 272,139 286,217 286,792 305,671

　純資産（百万円） 59,603 61,808 65,932 70,631 84,259 86,250 95,062 105,800 129,737 151,231 166,379

　自己資本（百万円） 59,564 61,764 65,872 70,556 76,604 78,284 90,967 105,680 129,608 150,834 166,218

　有利子負債（百万円） 14,573 12,739 9,805 8,900 32,851 28,736 38,261 51,171 41,938 34,270 33,496

　現金及び預金（百万円） 18,130 22,516 26,423 30,803 35,003 43,384 45,636 41,051 52,600 66,596 80,188

　棚卸資産（百万円） 22,703 19,175 19,325 19,455 40,026 31,908 37,948 62,607 56,205 54,739 51,774

※　「設備投資・投融資」は、有形固定資産、無形固定資産、投資有価証券および連結の範囲の変更を伴う子会社の取得による支出を含みます。

11年間の要約連結財務データ　2015年3月期から2025年3月期
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ESGデータ

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

温室効果ガス排出量・エネルギー使用量

　 本社ビルのCO2排出量（kg-CO2） 227,427 252,164 310,387 315,361 279,107

　 本社ビルのエネルギー使用量（kWh） 601,660 667,097 821,130 895,914 877,696

　CO2排出量（Scope1）（t-CO2） ̶ ̶ ̶ 1,215 1,078

　 CO2排出量（Scope2）※1,2（t-CO2） 227 252 310 28,470 29,392

　 CO2排出量（Scope1+2合計）（t-CO2） ̶ ̶ ̶ 29,685 30,470

　CO2排出量（Scope3）（t-CO2） ̶ ̶ ̶ 1,742,660 1,763,121

　 CO2排出量に係る原単位 
（t-CO2/百万円）※3 ̶ ̶ ̶ 0.0546 0.0556

　 エネルギー使用量
（Scope1）

 ガソリン（L） ̶ ̶ ̶ 213,444 188,403

 灯油（L） ̶ ̶ ̶ 119,787 103,258

 軽油（L） ̶ ̶ ̶ 128,679 110,555

　 エネルギー使用量
（Scope2）※2  電力量（kWh） 601,660 667,097 821,130 43,949,150 46,912,439

　再生可能エネルギー 太陽光発電量（kWh） ― ― 1,157,565 1,698,137 2,439,372

　エネルギーに係る原単位（kWh/百万円）※2,4 ̶ ̶ ̶ 100.2 106.1

資源

　水資源使用量（kℓ）※5 ― ― 23,117 26,968 20,950

　コピー用紙使用量（枚）※6 ― ― 2,145,125 2,135,914 2,014,798

事務系一般廃棄物排出量※7

　廃棄物排出量（t） ― ― 36.2 38.8 29.0

　廃棄物リサイクル量（t） ― ― 23.4 22.5 16.5

　リサイクル率（%） ― ― 64.8 58.0 57.0

その他

　環境保全コスト（千円） ― ― ― 132,600 62,800

　VOC（大気汚染物質）排出量（t） ― ― 0 0 0

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

従業員データ

　単体従業員数（名）※8

 合計 556 555 546 549 560

 男性 374 374 364 360 355

 女性 182 181 182 189 205

　連結従業員数（名）※8

 合計 7,826 7,959 8,092 8,021 8,560

 男性 3,676 3,874 3,823 3,928 4,235

 女性 4,150 4,085 4,269 4,093 4,325

　従業員平均年齢（歳）

 全体 42.8 42.9 43.3 43.3 42.6

 男性 44.9 44.9 45.4 45.3 45.0

 女性 38.3 38.3 39.1 39.3 38.6

　 従業員平均勤続年数（年）

 全体 15.4 14.8 14.5 14.5 14.0

 男性 16.4 15.3 14.6 14.6 14.3

 女性 13.3 13.9 14.2 14.3 13.6

　新卒採用人数（名）

 合計 21 20 24 27 32

 男性 14 16 15 18 18

 女性 7 4 9 9 14

 うち女性総合職 1 1 1 4 5

　中途採用人数（名）

 合計 2 3 11 6 23

 男性 2 3 10 5 14

 女性 0 0 1 1 9

 うち女性総合職 0 0 0 1 7

　研修時間（時間） 2,778.0 4,715.0 15,151.0 16,404.50 17,079.50

　研修受講者数※9 216 756 843 1,513 1,835

　研修費用（千円） 6,989 10,258 12,862 12,334 11,491

環境 社会E S

※1. マーケット基準による算定値
※2. 2023/3まではScope2を加賀電子本社ビルのみで算出
※3. CO2排出量を連結売上高（単位：百万円）で除したもの
※4. 電力量を連結売上高（単位：百万円）で除したもの

※5.  加賀電子本社ビル、名古屋ビル、大阪ビル、および国内
製造3拠点

※6. 加賀電子本社ビル、八丁堀ビル
※7. 加賀電子本社ビル

※8. 臨時従業員は除く
※9. 1年間に研修を受講したのべ人数

KAGA ELECTRONICS INTEGRATED REPORT 2025データセクション 65



ESGデータ

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

従業員データ

　離職率（%）

 全体 2.0 2.1 2.4 3.0 3.1

 男性 2.2 2.3 2.7 3.7 3.7

 女性 1.7 1.7 1.6 1.6 2.1

　 管理職比率（%）

 全体 17.0 17.8 17.9 18.9 18.7

 男性 95.8 96.0 93.9 94.3 95.2

 女性 4.2 4.0 6.1 5.7 4.8

　定期健康診断受診率（%） 93.9 96.5 96.5 100.0 100.0

　 喫煙率 
（健康診断の問診票の集計結果）（%） 27.2 25.9 27.2 25.8 25.6

　 運動習慣者率 
（健康診断の問診票の集計結果）（%） 25.4 25.1 25.4 27.2 27.2

　 適正体重者率 
（健康診断の結果指標）（%） 58.9 51.4 58.9 60.0 60.8

　ストレスチェック受検率（%） 99.0 98.8 98.1 99.3 99.1

　 ストレスチェックの集計結果 
（高ストレス者率）（%） 7.9 8.0 8.0 8.7 8.7

　労働災害件数（件） 2 2 2 2 1

　傷病による休職者数（名） 3 3 6 4 7

　労災損失日数（日） 0 0 0 0 0

ワーク・ライフ・バランス

　有給付与日数（日）※1 18.7 18.7 18.3 18.3 17.7

　年次有給休暇取得率（%） 53.2 54.3 56.2 70.1 68.5

　 育児休職 
取得者数（名）

 合計 17 22 19 12 29

 男性 1 2 0 0 8

 女性 16 20 19 12 21

　育児休職復職率（%） 100.0 100.0 100.0 93.8 100.0

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

ワーク・ライフ・バランス

　従業員月平均残業時間（時間） 12.7 10.0 14.57 13.34 12.3

　年間所定労働時間（時間） 1,815.0 1,807.5 1,807.5 1,815.0 1,822.50

　年間総労働時間（一人当たり） ̶ 1,984 1,991 1,974 1,971

給与

　平均年収（賞与含む）（千円） 7,815 8,081 8,890 8,901 8,523

　 男女の 
賃金差異（%） 
女性平均／ 
男性平均

 全労働者 ̶ ̶ 66.2 66.6 68.7

  うち正規 
雇用労働者 ̶ ̶ 65.6 66.0 67.2

  うちパート・ 
有期労働者 ̶ ̶ 49.9 49.8 61.7

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3※2

コーポレート・ガバナンス

　 取締役数（名）

 合計 11 11 6 6 6

 男性 11 11 6 6 6

 女性 0 0 0 0 0

　 うち 
社外取締役数

 （名） 4 4 3 3 3

 （%） 36.4 36.4 50.0 50.0 50.0

　 監査役数（名）

 合計 4 4 4 4 4

 男性 4 4 3 3 3

 女性 0 0 1 1 1

※1. 全従業員平均、繰り越し分を除く

※2.  当社は、2025年6月26日開催の第57回定時株主総会終了後に監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行いたしました。 
これにより、当社取締役は男性11名、女性1名の計12名（うち社外取締役6名、50％／うち監査等委員　男性3名、女性1名）となっ
ています。

ガバナンスG
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企業情報 （2025年3月31日現在）

会社名 加賀電子株式会社
所在地  〒101-8629　 

東京都千代田区神田松永町20番地 
TEL 03-5657-0111　 
FAX 03-3254-7131

事業内容  電子部品・半導体の販売から 
EMS（電子機器の受託開発・製造サービス）、 
パソコンおよびその他周辺機器などの完成品の販売など

設立 1968年9月12日

資本金 121億33百万円

グループ会社  73社 
（国内25社 /海外48社）

連結従業員数 8,560名

加賀テック株式会社

加賀デバイス株式会社

加賀ソルネット株式会社

株式会社エー・ディーデバイス

加賀マイクロソリューション株式会社

株式会社デジタル・メディア・ラボ

加賀スポーツ株式会社

加賀アミューズメント株式会社

加賀テクノサービス株式会社

加賀FEI株式会社

加賀EMS十和田株式会社

株式会社エクセル

旭東電気株式会社

加賀エアロシステム株式会社

協栄産業株式会社 
（2025年7月18日連結子会社化）

＜中国＞
KAGA（H.K.）ELECTRONICS LIMITED

港加賀電子（深圳）有限公司
加賀電子（上海）有限公司
加賀沢山電子（蘇州）有限公司
KAGA FEI ELECTRONICS PACIFIC ASIA 
LIMITED

＜アジア・アセアン＞
KAGA（SINGAPORE）ELECTRONICS PTE LTD

KAGA（TAIWAN）ELECTRONICS CO.,LTD.

KAGA COMPONENTS（MALAYSIA）SDN.BHD.

KAGA ELECTRONICS（THAILAND）CO., LTD

PT. KAGA ELECTRONICS INDONESIA

KAGA ELECTRONICS （VIETNAM） CO., LTD.

KAGA ELECTRONICS INDIA PRIVATE 
LIMITED

＜米州＞
TAXAN MEXICO S.A.DE C.V.

KAGA FEI AMERICA, Inc.

＜欧州＞
KD TEC s.r.o.

KD TEC TURKEY ELEKTRONIK SANAYI VE 
TICARET LIMITED SIRKETI

KAGA FEI EUROPE GmbH

会社概要 国内主要関係会社 海外主要関係会社

（加賀電子を含む）
（2025年9月30日現在）

加賀電子 本社
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企業情報 （2025年3月31日現在）

上場証券取引所 東京（プライム市場）
証券コード 8154

決算日 3月31日
発行可能株式総数 160,000,000株
発行済株式総数※1 57,404,236株
単元株式数 100株
株主数 10,385名

所有者別株式分布状況

株式の状況 大株主の状況

株価および出来高の推移

株主総利回り

個人・その他※2

17,610,755株（9,965名）

30.68%

外国人
14,606,962株（231名）25.44%

その他国内法人
6,698,078株（135名）

11.67%

証券会社（金融商品取引業者）
1,315,283株（31名） 2.29%

金融機関
17,173,158株（23名）

29.92%

10,385名
57,404,236株

合計 （注）  上記のほか、自己株式が4,843千株あります。 
持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 6,112 11.63

株式会社OKOZE 3,680 7.00

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,471 6.60

加賀電子従業員持株会 3,140 5.97

株式会社三菱 UFJ銀行 2,275 4.33

株式会社みずほ銀行 1,900 3.62

塚本勲 1,451 2.76

THE BANK OF NEW YORK MELLON 
140044 1,046 1.99

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505103 984 1.87

日本生命保険相互会社 918 1.75

（%）

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

加賀電子 150.4 203.0 319.0 412.5 367.6
［参考］
日経平均株価 154.2 147.1 148.2 213.4 188.3

※2. 自己株式4,843,430株は個人・その他に含まれます。

（注）  当社は、2024年10月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。株式分割以前の期についても遡り調整した株価を記載しています。

※1.  2025年8月18日付で4,917,400株を消却したことにより、52,486,836株
となっています。
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4,000

（株） （円）
株価（右軸）出来高（左軸）

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

期末株価（円） 714 988 1,379.5 1,016 851 1,240 1,627.5 2,505 3,129 2,698

最高値（円） 981.5 1,068.5 1,890 1,515 1,357 1,385 1,740 2,640 3,560 3,125

最安値（円） 604.5 539.5 900 863 725 766 1,166 1,410 2,320 2,560

年間出来高 
（千株） 10,346 10,916 17,206 16,920 19,469 18,836 17,757 27,252 25,802 24,188
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お問い合わせ先：IR・広報部
〒101-8629　東京都千代田区神田松永町20番地
Tel ： 03-5657-0106
Fax ： 03-3254-7131
Email ： info@taxan.co.jp
Web ： https://www.taxan.co.jp/jp/

https://www.taxan.co.jp/jp/

